
水防法改正（H29年6月）について 

 

１．大規模氾濫減災協議会の創設 

○国土交通大臣又は都道府県知事が指定する河川において、流域自治体、河

川管理者等からなる協議会を組織。 

○水害対応タイムラインに基づく取組等の協議結果を構成員は各々の防災計

画等へ位置づけ、確実に実施。 

 

２．市町村長による水害リスク情報の周知制度の創設 

○洪水予報河川や水位周知河川に指定されていない中小河川についても、過

去の浸水実績等を市町村長が把握したときは、これを水害リスク情報

（※）として住民へ周知する制度を創設。 

※ 河川が氾濫した場合に浸水が予想されるエリア・水深等の危険情報 

 

３．要配慮者の避難について地域全体での支援 

○洪水や土砂災害のリスクが高い区域に存する要配慮者利用施設について、

避難確保計画作成及び避難訓練の実施を義務化（現行は努力義務）し、地

域社会と連携しつつ確実な避難を実現。 


